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Abstract
ThisstudyaimedatDPCanalysisonfactorsaffectinglong-termhospitalizationinspeciGc-functionhospitals.Thesubjectsa,C
311DPCstudypatients(exceptchildren)of364hospitalizedpatientswhosoughtmedicalconsultationinthe-pastoneyear.To
revealfactorsafectinglong-termhospitalization.baseduponthehospitalizationtermspeciBedbyDPC.subjectsweredividedinto
patientshospitalizedf♭raveragedaysandthosef♭raprolongedperiodf♭ranalysis･Asaresultitwasdemonstratedthatpatients
hospitalizedaccordingtoaschedulewerehospitalizedlongerthanemergently-hospitalizedpatients;hospitalizationtendedtobe
prolongedwhenfirsttreatmentwasconductedduringhospitalizationandthetreatmentmustbecontinuedafterdischarge:long-
termhospitalizedpatientstookmoredaysfromhospitalizationuntilseekingmedicalconsultation.
Keywords:DiagnosisProcedureCombination,Medicalconsultation,Dischargesupport,Speci丘C-functionHospitalContinuingcare
要
特定機能病院において､DPCによる長期入院に影響を及ぼす要因について分析することを目的とした｡対象は､過
去1年間に医療相談依頼があった入院患者364名のうち､DPC対象患者311名 (小児を除く)である｡長期入院に影響
を及ぼす要因を明らかにするため､DPCにより定められた入院期間を基準に､平均在院日数患者と長期入院患者の二
群に分類し分析を行った｡結果､緊急入院患者よりも予定入院患者の方が長期入院になっていたこと､入院中に初めて
の処置を行い､退院後もそれを継続しなければならない場合は入院が長期になりやすかったこと､長期入院患者の方が
入院から医療相談に依頼するまでに日数が長くかかっていたことが分かった｡
キーワード:診断群分類包括評価､医療相談､退院支援､特定機能病院､継続看護
Ⅰ.緒 言
診療報酬の改正により､2000年4月から特定機能病院
の施設基準に地域連携室の設置が盛 り込まれ (田城,
2004)､2003年4月1日からは､特定機能病院では診断
群分類包括評価 (DiagnosisProcedureCombination:
以下DPCと称す)が導入された｡DPCとは､実際の診療
データに基づき､病名や診療内容 (手術や処置等)に応
じて約1,700に分類 (診断群分類)し､分類毎に1日あ
たりの標準的に必要とされる医療費を定めた新しい医療
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費の計算 (支払)方法である｡DPCの利点は入院期間の
短縮や治療が標準化されることにより､医療の質が向上
することである (木山他 2004)｡反対に欠点として租
診 ･租療となり､医療の質が低下することや､早期退院
が推奨され満足度が低下することなどが挙げられる (出
月,2003)｡しかし､患者や家族の満足度は退院支援を行
う専門職種が早期に介入することにより高くなることが
報告されており (下田他 2002)､A大学医学部附属病院
においても､さまざまな医療相談に対応できる専門部署
を設置 し､専 門職種 (医療 ソー シャルワーカー :
MedicalSocialWorker:以下MSWと称す)による医療
相談依頼書を用いた医療相談と退院支援を2003年5月か
ら行っている｡
第 1報 (近森他 2005)では､A大学医学部附属病院
における医療相談依頼書を用いた医療相談と退院支援の
開始から1年を経過した時点での医療相談の現状につい
て､入院患者の医療相談の特徴を明らかにすることを目
的とし分析を行った｡そして､その特徴として､神経系
疾息患者が多かったことや､65歳以上の患者が半数を超
えていたこと､医学的処置が必要とされている患者が
20%いたこと､そして､相談内容は転院 ･転所が多かっ
たこと等が明らかになった｡専門部署の支援が必要な患
者は退院が困難な患者であることが報告されており (田
口他,2002)､A大学医学部附属病院においても､それら
の特徴をもつ患者は病棟で医療相談や退院支援を行うこ
とが難しいことが考えられた｡また､退院困難であると
いうことは､すなわち退院支援に時間がかかることが予
測された｡
A大学医学部附属病院は特定機能病院であり､高度の
専門的医療を提供することを使命としており､長期に入
院を継続するところではない｡また､ 3次救急指定であ
るA大学医学部附属病院では､退院後も医療の継続が必
要な患者が多いために､医療の継続性を維持 した退院支
援が重要となる｡そのために､医療相談の役割として､
適時 ･適切な医療の提供や医療機関のコーディネー トが
挙げられる｡
ところが､特定機能病院における医療相談と退院支援
に関する研究では､高齢入院患者 (鷲見他,2001)や老
年病科の入院患者 (田口他,2002)を対象としたもの､
退院先や退院後の療養状況からの問題点 (横山他,2001)
を明らかにしたものがあるが､特定機能病院における長
期入院に影響を及ぼす要因については具体的に明らかに
なっていない｡
そこで､特定機能病院において､DPCによる長期入院
に影響を及ぼす要因について分析することを目的とした｡
Ⅱ.用語の定義
｢医療相談｣とは､退院や療養上の問題 ･調整､経済
的問題､社会保険 ･福祉制度などに関する相談のことを
指す｡
｢退院支援｣とは､退院に関する相談について支援を
行うことを指す｡
｢平均在院日数患者｣とは､DPCにより､実際の診療
データに基づいて標準的に決められた平均在院日数の範
囲内で退院する患者のことを指す｡
｢長期入院患者｣とは､DPCにより決められた平均在
院日数を超えて退院した患者のことを指す｡
｢特定入院患者｣とは､平均在院日数患者とDPCによ
り決められた特定入院期間 (標準偏差の2倍の日)まで
に退院した患者のことを指す｡
｢長期超特定入院患者｣とは､DPCにより決められた
特定入院期間を超えて退院した患者のことを指す｡
Ⅲ.研究方法
1.研究対象
医療相談依頼書による医療相談を開始した2003年5月
1日から2004年4月30日の1年間に､A大学医学部附属
病院において､医療相談依頼があった入院患者364名の
うち､DPC対象患者311名 (小児を除く)を本研究の対
象者とした｡
2.研究方法
本研究対象者の情報は､医療相談依頼書とそれに添付
される診療情報碇供書および基礎情報から､入院期間､
相談開始した日から終了した日までの日数 (以下､相談
日数と称す)､診断名､性別､年齢､家族構成､依頼内
容､連携先､退院時の 日常生活動作 (Activitiesof
DailyLiving:以下ADLと称す)について収集した｡ま
た､診療記録および看護記録から､入院形態､入院目的､
入院回数､入院前の居宅先､退院後の居宅先､退院時の
日常生活自立度 ･認知症高齢者の日常生活自立度､今回
の入院で初めての処置､そして退院後必要なケアについ
で情報収集を行った｡
なお､｢医療相談依頼書｣は主に病棟看護師長あるい
は医師､｢診療情報提供書｣は医師､｢基礎情報｣は看護
師によって記入され､医療相談依頼時に捷供される｡
3.分析方法
本研究対象者311名について､長期入院に影響を及ぼ
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す要因を明らかにするため､入院期間を基準に本研究対
象者を以下のように二群に分類した｡
(1)｢平均在院日数患者｣と ｢長期入院患者｣
(2)｢特定入院患者｣と ｢長期超特定入院患者｣
これらを独立変数とし､他の相談日数や性別､年齢､
家族構成､入院前の居宅先､入院目的､入院形態､入院
回数､退院時のADL･日常生活自立度 ･認知症高齢者
の日常生活自立度､今回の入院で初めての処置､退院後
必要なケアなどの変数を従属変数とした｡検定にはF検
定とx2検定を用いて分析を行い､p<0.05を有意とした.
情報の統計解析には､統計ソフトSPSSll.5Jを使用し
た｡
4.倫理的配慮
協力施設の看護部長と医事課医療連携担当課長､医療
相談係長に､文書に基づき研究の主旨と調査内容を説明
し､同意を得た｡さらに､医事課長代理に研究の主旨説
明し同意を得た｡医療相談依頼書や診療情報提供書､基
礎情報､診療記録および看護記録からの情報収集はプラ
イバシーの保てる部屋で行った｡個人情報は全てコード
化し､個人が特定されないように配慮した｡
また､調査研究計画は本学科研究倫理委員会に提出し
承認を受けた｡
Ⅳ.結 果
本研究対象者311名をDPCによる入院期間の区分 (衣
1)でみてみると､平均在院日数患者は､DPCにより決
められた入院日数の25パーセンタイル値 (100件の入院
があったときに入院日数の短い方から順に数え25番目の
入院日数)までに退院した患者16名 (5.1%)と､以後
平均在院日数までに退院した患者67名 (21.5%)の計83
名 (26.7%)であった｡長期入院患者は､平均在院日数
を超えて特定入院期間までに退院 した患者142名
(45.7%)と､特定入院期間を超えて退院した患者86名
(27.7%)の計228名 (73.3%)であった｡
表 1 DPCによる入院期間別医療相談数
DPC 人数 %
1:入院日数の25パーセンタイル値まで 16 5.1
2:1を超えた日～平均在院日数まで 67 21.5
3:2を超えた日～特定入院期間 142 45.7
(標準偏差の2倍の日)
4:3以上 86 27.7
合計 311 100.0
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主要診断群 (MajorDiagnosticCategory)別に長期
入院患者の割合 (表2)をみてみると､新生児疾患 ･先
天性奇形 (20歳以上の患者)100%､耳鼻咽頭科系疾患
93.8%､眼科系疾患86.7%､消化器系疾患､肝臓 ･胆
道 ･肺臓疾患86.4%､呼吸器系疾患80.4%､血液 ･造血
器 ･免疫臓器の疾患80.0%､内分泌 ･栄養 ･代謝に関す
る疾患75.0%が高い割合であった｡
表2 主要診断群 (MajorDiagnosticCategory)別長期入院割合
MDC 対象者数
長期入院 長期入院
患者数 割合(%)
14 新生児疾患 ･先天性奇形
3 耳鼻咽頭科系疾患
2 眼科系疾患
6 消化器系疾患､肝臓 ･胆
道･肺臓疾患
4 呼吸器系疾患
13 血液･造血器･免疫臓器
の疾患
10 内分泌･栄養･代謝に関
する疾患
5 循環器系疾患
11 腎･尿路系疾患及び男性
生殖器系疾患
7 筋骨格系疾患
1 神経系疾患
16 外傷･熱傷･中毒､異物､
その他の疾患
8 皮膚･皮下組織の疾患
12 女性生殖器疾患及び産樽
期疾患･異常妊娠分娩
9 乳房の疾患
不明
4 4 100.0
15 93.8
13 86.7
38 86.4
37 80.4
4 80.0
6 75.0
24 70.6
12 70.6
28 19 67.9
53 33 62.3
30 18 60.0
2 50.0
2 40.0
0 0.0
1
合計 311 228 73.3
DPCによる平均在院日数患者83名と長期入院患者228
名の基本属性 (表3)は､性別では平均在院日数患者の
うち男性が55名 (66.3%)､女性28名 (33.7%)であり､
長期入院患者の男性では152名 (66.7%)､女性76名
(33.3%)と､平均在院日数患者と長期入院患者の男女
の割合はほぼ同じであった｡年齢では､平均在院日数患
者の平均年齢は63.5±15.0(21-95)歳､長期入院患者
は65.0±13.4(20-92)歳であった｡家族構成では､単
独世帯で平､均在院 日数内 に退院 した患者 は35名
(42.2%)､長期入院であった患者は108名 (47.4%)､核
家族世帯とその他の世帯での平均在院日数患者は45名
(54.2%)､長期入院患者119名 (52.2%)であった｡ 自
宅から入院した患者で平均在院日数内に退院した患者は
57名 (68.7)､長期入院患者160名 (70.2%)､病院から
転院した平均在院日数患者は21名 (25.3%)､長期入院
患者46名 (20.2%)､施設から入院した平均在院日数患
者は5名 (6.0%)､長期入院患者19名 (8.3%)であっ
た｡自宅に退院した平均在院日数患者は33名 (39.8%)､
長期入院患者96名 (42.1%)､病院に転院した平均在院
日数患者は43名 (51.8%)､長期入院患者94名 (41.2%)､
施設に転所した平均在院日数患者は4名 (4.8%)､長期
入院患者17名 (7.5%)であった｡入院目的では､精査
のみである患者と精査と加療の両方である患者で平均在
院 日数患者は33名 (39.8%)､長期入院患者113名
(49.6%)､加療目的の平均在院日数患者は50名(60.2%)､
長期入院患者114名 (50.0%)であった｡以上､性別や
年齢､家族構成､入院前 ･退院後の居宅先､そして入院
目的では有意な差はなかった｡
入院形態が緊急であった患者で平均在院日数内に退院
した患者は36名 (43.4%)､長期入院患者67名 (29.4%)､
予定入院で平均在院日数患者は47名 (56.6%)､長期入
院患者160名 (70.2%)であり､入院形態が緊急入院で
あるよりも予定入院の方が､有意に長期入院であった
(x2-5.26.p<0.05).
入院回数では､初めて入院した患者で平均在院日数内
に退院した患者は5名 (6.0%)､長期入院患者は11名
(4.8%)､ 2回目の入院で平均在院日数患者は16名
(19.3%)､長期入院患者51名 (22.4%)､3回目で平均
在院日数患者は22名 (26.5%)､長期入院患者50名
(21.9%)､4回以上の患者で平均在院日数患者は29名
(34.9%)､長期入院患者100名 (43.9%)であり､有意
な差はなかった｡
表3 在院日数別基本属性
平均在院日数 長期入院
患者数 患者数
%ifR x2
男性 55 152 207 0.00
女性 28 76 104
年齢 20-64歳
65-74歳
75歳以上
139 2.62
92
80
家族構成 単独世帯
核家族世帯
その他の世帯
143 0.35
154
10
入院前 217 0.17
67
24
退院後 自宅
病院
施設
死亡
33
43
4
3
96
94
17
21
129 0.14
137
21
24
入院目的 精査 (･加療) 33 113 146 2.45
加療 50 114 164
入院形態 緊急 36 67 103 5.26*
予定 47 160 207
入院回数 初回
2回
3回
4回以上
*:p<0.05
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また､ADLとケアの必要性 (表4)をみると､ADL
の自立度では､清潔 ･更衣 ･食事 ･排壮 ･移動動作の介
助が必要な平均在院日数患者は49名 (59.0%)･35名
(42.2%)･48名 (57.8%)･29名 (34.9%)･45名
(54.2%)､長期入院患者138名 (60.5%)･81名
(35.5%)･140名 (61.4%)･73名 (32.0%)･125名
(54.8%)であり､有意な差はみられなかった｡意思疎
通においては､平均在院日数内で退院した患者で意思疎
通ができる患者は66名 (79.5%)､長期入院患者196名
(86.0%)､意思疎通ができない平均在院日数患者は13名
(15.7%)､長期入院患者31名 (13.6%)で有意な差はな
かった｡同様に､日常生活自立度と認知症高齢者の日常
生活自立度においても有意な差はみられなかった｡
今回の入院で初めての処置 (気管切開や酸素療法､胃
ろう造設)があった平均在院日数患者は9名 (10.8%)､
長期入院患者は33名 (14.5%)であった｡退院後のケア
の必要性では､呼吸に関する処置がある平均在院日数患
者は14名 (16.9%)､長期入院患者は40名 (17.5%)､栄
養 に関す る処 置 が あ る平 均 在 院 日数患 者 は10名
(12.0%)､長期入院患者31名 (13.6%)､排継に関する
表4 在院日数別ADLとケアの必要性
平均在院日数 長期入院
患者数 患者数
%if& x2
ADL 清潔動作 自立 31 89 120
介助 49 138 187
0.00
更衣 自立 45 146 191
介助 35 81 116
1.64
自立 32 86 118
介助 48 140 188
0.10
自立 51 153 204
介助 29 73 102
0.42
自立 35 102 137
介助 45 125 170
0.03
意思疎通 できる 66 196 262
できない 13 31 44
0.37
日常生活自立度 注1) ∫
A
B
C
8
8
10
22
28
24
19
37
36
32
29
59
3.10
痴呆日常生活自立度 注2) 軽症 (Ⅰ･Ⅱ) 4 14 18
重症 (Ⅲ～M) 4 8 12
0.46
今回の入院で初めての処置 有り 9 33 42
なし 74 195 269
0.69
退院後の 呼吸に関する処置 有 り 14 40 54
なし 69 188 . 257
0.02
栄養に関する処置 有 り 10 31 41 0.13
なし 73 197 270
排継に関する処置 有 り 15 42 57 0.01
なし 68 186 254
その他の処置 有 り 5 23 28 1.23
なし 78 205 283
退院後のリハビリの必要性 有り 22 70 92 0.51
なし 61 158 219
終末期ケアの必要性 有り 9 40 49 2.06
なし 74 188 262
注1)厚生労働省の障害高齢者の日常生活自立度 (寝たきり度)判定基準
注2)厚生労働省の認知症高齢者の日常生活自立度判定基準
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処置がある平均在院日数患者は15名 (18.1%)､長期入
院患者42名 (18.4%)､その他の処置のある平均在院日
数患者は5名 (6.0%)､長期入院患者23名 (10.1%)で
あった｡退院後のリハビリの必要な平均在院日数患者は
22名 (26.5%)､長期入院患者は70名 (30.7%)､終末期
ケアの必要な平均在院日数患者は9名 (10.8%)､長期
入院患者40名 (17.5%)であった｡以上､今回の入院で
初めての処置 (気管切開や酸素療法､胃ろう造設)があ
る患者､退院後のケアの必要性がある患者では､長期入
院患者の割合の方が多かったが､有意な差はみられなか
った｡
相談日数に注目すると､平均在院日数患者の平均相談
日数は15.3±22.9(1-170)日､長期入院患者は24.7±
26.0(1-134)日と､有意な差がみられた (F-9.47.
p<0.01:2群の標準偏差に有意な差があったため､ウェ
ルチの検定を行った)｡入院から医療相談に依頼される
までの平均日数では､平均在院日数患者は10.7±11.3
(0-42)日､長期入院患者は48.6±48.7(0-320)日で
あり､有意な差がみられた (F-120.50,p<0.01:ウェ
ルチの検定)｡
さらに､｢特定入院患者｣と ｢長期超特定入院患者｣
を比較したところ､入院形態が予定入院である (x2-
9.23.p<0.05)､さらには入院中に初めての処置 (気管
切開や酸素療法､胃ろう造設)が必要になり､退院後も
その処置を継続 しなければならない患者 (x2-3.99,
p<0.05)は有意に入院が長くなっていた (表5)0
V.考 察
医療相談依頼書が提出 された患者の うち228名
(73.3%)が平均在院日数を超える長期入院であった｡
長期入院患者は､病棟で行う退院支援では解決できない
問題を持っていたために長期入院となり､専門職種によ
る退院支援を依頼したと推測される｡
さらに､入院形態が予定入院である患者が長期入院に
なりやすかった｡また､相談日数と入院から医療相談に
依頼するまでの日数､それぞれにおいて､長期入院患者
の方が平均在院日数患者よりも日数が有意に長かった｡
緊急入院患者は､事故や急激な症状の増悪などが原因で
入院を余儀なくされた場合が多い｡ 3次救急指定である
本院では､救命救急を責務としているが､それ以外にも
適時 ･適切な医療の提供や医療機関のコーディネー トの
役割も併せ持つ｡救命救急の責務を果たせば､適切な医
療の提供を行うために､医療の継続が必要な患者は転院
への退院支援を行わなければならない｡緊急入院の多い
救急病棟やICU病棟では､転院への退院支援を行わなけ
ればならない患者が多く､また無保険などの複雑な問題
を抱えた患者も多いため､医療相談依頼書を用いる以前
から専門部署との関わりが深い｡入院早期から退院支援
を専門職種が行うことにより､在院日数の短縮につなが
ることが報告されており (森山他,1996)､これらの病棟
においては､病棟のみではなく専門部署からの働きかけ
もあり､退院支援に対する意識が高く､入院早期から専
門職種による退院支援が行われていたために､在院日数
の短縮につながったことが推測される｡そして､2004年
6月からは全患者に対し､｢緊急入院チェックシー ト｣
を用いた退院支援を行っている｡一方､他の病棟や予定
入院患者のチェックシー トについては､導入に向けて準
備を進めているところである｡手島 (1996)は､退院支
援において重要なこととして､｢すべての患者に対して
漏れなく十分なアセスメント･援助を提供するために､
スクリーニングの基準､各職種の役割分担や連絡体制等
について明確化しシステム化するという考え方である｣
と述べている｡また､福島 (2000)は ｢極論を言えば､
退院計画は入院初日から着手されなければならない｣と
述べており､入院早期から退院後のことを視野に入れた
関わりの重要性を述べている｡全息者を対象にしたチェ
ックシー トを用いて入院早期に退院支援の必要な患者の
選定を行うことで､早期に専門職種が退院支援を開始す
ることができ､そのことが在院日数の短縮につながると
考える｡
さらに､特定入院患者と長期超特定入院患者を比較し
表5 長期超特定入院患者の要因分析
特定 長期超特定
入院患者 入院患者
%if& x2
入院形態 緊急 86 17 103 9.23'
予定 139 68 207
今回の入院で初めての処置 有り 25 17 42 3.99●
なし 200 69 269
●:p<0.05
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たところ､入院中に初めての処置を行い､退院後もそれ
を継続しなければならない場合に入院が長期化 してい
た｡入院中に初めての処置を行い､退院後も継続しなけ
ればならないことは､堀越 (1996)が考案した特定機能
病院における退院計画スクリーニングシー トの中の項目
として挙げられ､本研究と符合する｡初めての処置を退
院後も行わなければならない場合は､患者や家族の不安
も高く､その処置を受け入れる過程と手技を取得する過
程が必要になると考える｡そのため､指導に時間がかか
り､長期入院になることが推測される｡
今回､医療相談依頼患者を対象に長期入院に影響を及
ぼす要因の探索を試みた｡しかしながら､有意な差はあ
まり見られなかった｡その理由として､対象を医療相談
依頼患者に放ったことが考えられる｡医療相談依頼患者
の多くが長期入院患者であったために､対象に偏 りが生
じてしまったことが本研究の限界であると考える｡
Ⅵ.結 論
緊急入院患者よりも予定入院患者の方が長期入院にな
っていた｡さらには､入院中に初めての処置を行い､退
院後もそれを継続しなければならない場合は入院が長期
になりやすかった｡また､長期入院患者の方が入院から
医療相談に依頼するまでに日数が長くかかっていたo
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